
1 

業種構成 従業員規模構成

１．モノづくり部門会議の設置目的・検討内容 

本会議は、市内中小企業の雇用の実態ニーズの把握とともに、モノづくり支援施策検討部会では具体

的な施策提言までいたらなかった、「モノづくり人材の育成・確保、事業承継の促進」という、事業を“つ

なぐ”事業承継や技術を“つなぐ”技術継承への支援施策について、事業承継、後継者問題等やモノづ

くり人材の育成・確保を念頭に置いた、モノづくり企業集積の維持に関する検討を行うために設置。 

２．モノづくり部門会議の目標

本会議では、最近の事業承継をめぐる状況の変化を踏まえつつ、市内モノづくり企業の事業承継を巡

る現状を深耕し、現状分析を行う。円滑な事業承継に向けて、モノづくり企業の承継先や承継元が抱え

る障壁や求めるニーズの把握を行う。  

本会議での議論を通じて、課題を明らかにし、円滑な事業承継の促進に向けた支援策の構築を図る。  

３．アンケート調査の概要 

市内中小製造業の事業承継を巡る現状と課題を整理し、円滑な事業承継に向けた取組を調査分析す

ることで、今後の本市のモノづくり支援施策立案の基礎資料とするため、本調査を行うものである。

（１）調査対象 

 アンケート調査対象 市内モノづくり企業  ３，０６８事業所

   ＜回収数＞  ５８９社 （回収率 １９．２％） 

①事業所の概要

（２）調査期間  平成２７年９月１４日～１０月２日 

モノづくり部門会議（報告） 報告１

回答件数と割合（業種別と従業員規模別）
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４．第３回モノづくり部門会議での議論 

 第３回モノづくり部門会議（平成２８年２月１６日開催）において、議論等を行った。主な意見は以

下のとおり。 

 （議題） 

 ・東大阪市内中小製造業の事業承継に関する調査の概要等について 

 ・中小企業支援施策について 他 

・直近の４年以内に打てる施策と１０年後に向けた施策などの時間軸を考えることが必要。 

・今後の事業承継の予定で「事業継続の意思無し」は、ほとんど４人以下である。ここは大きな問題

である。

・アンケートからは機械的な処理にもなるが、ヒアリングでそのような企業をみていかないといけな

い。具体的にヒアリング事例があげられるか。

→中間段階のため、まだ時間はある。アプローチし、ヒアリングを行っていきたいと考えている。 

・適切なターゲットに対して、情報提供を行う。ワンストップコーディネータの個別訪問を実施し、

情報提供を行うとある。これは非常に重要である。事業承継でもコーディネータの役割が非常に重

要になってくる。

・法人格を失うことだけを主眼においているのではなく、産業集積の維持が目的である。その中には

技能をいかにつなげていくのかということも選択肢にある。この点も落とさないようにしていただ

きたい。

・モノづくり企業の全部をかさあげするのか、選択と集中するのか。東大阪市は、協業組合、協同組

合が非常に少ない都市である。やる気のある経営者を支援しないと。全部まとめてでは、難しい。

・市でも限られたと人材と資源の中で、製造業のどこを、どうやって支援するのか、画期的なアイデ

アを出していかないと。行政ではどうしても公平性などで踏みだせないが、このような会議で画期

的なアイデアを出していただき、それにうまく市が乗っかるような施策を実現し、集中をしていか

ないといけないのではないか。 

５．今後のスケジュール 

  平成２８年６月頃       第４回モノづくり部門会議の開催 

                 ・最終報告（案）の検討、事業承継施策の方向性等 




